
    案 
業 務委託契 約書 

 
上記の業務について、発注者 大東市（以下「発注者」という。）と、 
受注者  
（以下「受注者」という。）とはおのおの対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によっ

て委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 
 本契約の証として本書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自１通を保有する。 
 
                           令和  年  月  日 
 
 

発注者    大東市谷川一丁目１番１号 
            大阪府大東市 
            代表者 大東市長 坂 伸子 
 
     受注者    住 所  
                    名  称  
                    代表者  

１．業 務 名 大東市立〇〇小学校給食調理業務委託 

２．業 務 場 所 大東市立〇〇小学校 

３．履 行 期 間 
自 令和  ９年 ４月 １日 

 
至 令和 １３年 ３月３１日 

４．委 託 金 額 
￥            － 
 （取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む） 

５．契約保証金 

 金            円 
担保            ・ 履行保証保険 
・ 現  金         ・ 随意契約の免除に該当 
・ （                    ） 

６．支 払 条 件 

各月業務完了後、月額払い。 

なお、８月分を除いた１１回払いとする。 

 

令和 ９年度 月額 ￥      

令和１０年度 月額 ￥ 

令和１１年度 月額 ￥ 

令和１２年度 月額 ￥ 

収 入 

印 紙 



（総則） 
第１条  受注者は、学校給食の目的を十分認識し、関係法令及び大東市の諸規則を遵守のうえ頭書の

委託契約に関し、本契約書に定めるもののほか、大東市立小学校給食調理業務委託仕様書（以下「仕

様書」という。）に従いこれを履行しなければならない。 
２ 前項の仕様書に明記されていない事項があるときは、発注者の指示により行うものとする。 
 
 （委託契約内容） 
第２条  発注者が受注者に委託する業務（以下「委託業務」という。）の内容は、次のとおりとする。 
  （１）検収及び調理 
  （２）配缶及び回収 
  （３）食器具等の洗浄、消毒及び保管 
  （４）施設設備の清掃及び点検 
  （５）残菜及びゴミの処理 
  （６）前各号に付帯する業務 
２  受注者は、発注者の提示する仕様書、献立表、調理手配表、調理マニュアル、作業マニュアル、

帳簿マニュアル及び大東市食物アレルギー対応マニュアルに従い委託業務を履行するものとする。 
 
（業務完了報告及び委託料の支払） 
第３条  受注者は、発注者に対し、毎月５日までに前月分の委託業務の履行に係る業務完了報告を行

い、発注者の確認を受けなければならない。 
２  受注者は、前項の確認を受けた後、委託料の支払いを発注者に請求することができる。 
３  発注者は、前項の規定に基づく適正な請求書を受理したときは、その日から起算して３０日以内

に委託料を受注者に支払わなければならない。 
 
（業務管理） 
第４条  受注者は仕様書に定めるところにより、業務従事者の中から業務責任者及び業務副責任者（以

下「業務責任者等」という。）を選任しなければならない。 
２  業務責任者等は、業務従事者の健康管理及び委託業務における衛生管理にも万全を期さなければ

ならない。 
３  受注者は、業務責任者等のうち１名を食品衛生責任者また１名を衛生管理責任者としなければな

らない。この場合、両責任者を１名が兼ねることができるものとする。 
４  委託業務の履行中、業務従事者に事故等が発生した場合には、受注者の責任において対応するも

のとする。 
 
（研修等） 
第５条  受注者は、学校給食の水準の維持及び向上のため常時、研究を行うとともに、業務従事者に

対して、適宜、研修を行うものとする。 
２  受注者は、発注者の要請がある場合には、仕様書に定めるところにより、発注者の行う研修その

他の行事等に業務従事者を参加させなければならない。 
 
（点検義務等） 
第６条  受注者は、委託業務の履行に際し、施設、設備、器具及び食材（以下「施設備品等」という。）

を事前に点検し、瑕疵を発見した場合は、直ちに発注者に報告しなければならない。 
 
（履行の検査） 
第７条  受注者は、調理された給食については、発注者の検査を受けなければならない。また、毎日

の業務が完了したときは、その都度発注者の検査を受け、関係書類を発注者に提出しなければなら

ない。  
 ２ 前項の規定による検査の結果、不合格のものについては、発注者は、受注者に対して直ちに完全

な履行を請求し、または、履行に代えもしくは履行とともに損害の賠償を請求することができる。 
 
（履行の調査） 
第８条  発注者は、必要があるときは、受注者の履行状況について調査しまたは報告を求めることが

できる。 
 
（経費負担） 
第９条  発注者は、次の各号にかかる経費を負担するものとする。 
  （１） 食材料費 
  （２）  施設・設備費及び発注者が定めた消耗品費 
  （３）  光熱水費（電気・上下水道・ガス） 



  （４）  残菜・ゴミ処理費 
２  受注者は、前項に規定する以外の経費を負担するものとする。 
 
（設備等の貸与及び保守） 
第１０条  発注者は、受注者に対し給食調理場の施設については無償で使用を許可する。調理用の設

備及び機器類（以下「設備等」という。）については無償で貸与し、受注者は発注者に対し貸与を受

けた設備等について借用証書を提出するものとする。 
２  受注者は、使用を許可された施設及び貸与された設備等に修理等の必要が生じたときは、発注者

に申し出ることとし、発注者がその必要性を認めたときは、発注者の負担により修理を行うものと

する。ただし、受注者の責に帰する原因による場合は、発注者の許可を得て受注者の負担により修

理を行うものとする。 
 
（不完全履行による減額及び損害賠償） 
第１１条  受注者は、委託業務について、契約条項または仕様書に定められたとおり履行できなかっ

たときは、その理由を付した書面により、遅滞なく発注者に報告しなければならない。 
２  発注者は、受注者が業務の一部しか履行できなかったとき、または業務の履行が不完全であると

きは、委託料から、その不履行または不完全部分に相当する金額を減額することができる。この場

合において、発注者が損害を受けたときは、受注者に対してその賠償を請求することができる。 
 
（損害賠償責任） 
第１２条  受注者は、業務の実施について受注者の責に帰する原因により発注者または児童その他第

三者に損害を与えたときは、直ちに発注者に報告し、受注者の負担において賠償するものとする。 
２  発注者または受注者いずれの責に帰すべきか判明しないときの損失負担は、双方協議して定める

ものとする。 
 
（保険） 
第１３条  受注者は、委託業務の実施にあたり、食中毒や事故等の発生時の対応として、生産物賠償

責任保険（これに準じるものを含む。）に加入しなければならない。 
２  受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるものの写し

を速やかに発注者に提出しなければならない。 
 
（再請負等の禁止） 
第１４条  受注者は、委託業務の全部または一部の処理を第三者に請負わせ、または本契約から生ず

る権利義務を第三者に譲渡もしくは承継させてはならない。 
 
（代行保証） 
第１５条  受注者は、一時的に受託業務の遂行が困難になった場合の危険を担保するため、受注者の

責任として、各種代行保証制度への加入、または業務を代行できる能力が担保される体制を整備す

ること。また、その事を証明することができる書類を提出すること。 
 
（法令上の責任） 
第１６条  受注者は、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、食品衛生法、その他関係法

令を遵守するとともに、法令上のすべての責任を負うものとする。 
 
（秘密保持義務） 
第１７条  受注者は、委託業務の履行にあたり知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 
 
（契約の解除） 
第１８条  発注者は、次の各号の一に該当するときは、この契約の全部または一部を解除することが

できる。 
  （１）  受注者がこの契約条項に違反したとき。 
  （２）  この契約の締結または履行に当たり、受注者に不正の行為があったとき。 
  （３）  受注者の委託業務の実施が著しく不適当若しくは不誠実であることが明らかであると発注

者が認めたとき。 
 （４） 受注者がこの契約を完全に履行する見込みがないと発注者が認めたとき。 
  （５）  受注者が契約の解除を申し出て、発注者が認めたとき。 
  （６）  委託業務を継続する必要がなくなったとき。 
（７） 受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員また

はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号に



おいて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められ

るとき。 
ロ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下この号において同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる

とき。 
ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的または第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団または暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 
二 役員等が暴力団または暴力団員に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 
ホ 役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 
へ 下請契約または資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまで

のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 
ト 受注者がイからホまでのいずれかに該当する者を下請契約または資材、原材料の購入契約そ

の他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して

当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 
２  前項第１号、第２号及び第８号の規定に該当することによって、この契約が解除されたときは、

受注者は、委託料（履行済みの分に対する金額は除く）の１００分の１０に相当する違約金を発注

者に支払わなければならない。 
３  発注者は、第１項第７号の規定による契約の解除をしようとするときは、その３か月前に受注者

にその旨を通知しなければならない。 
４  第１項第３号から第６号の規定によりこの契約が解除されたときは、受注者は、発注者にその損

失の補償を請求することができない。 
 
（物価または賃金の変動） 
第１９条  発注者は、契約期間中において大幅な労務費等の価格変動が生じ、受注者から委託金額の

見直しについて請求があった場合には、学校給食の安定的な実施に向けて適切に対処しなければな

らない。 
 
（四者懇談会） 
第２０条  発注者は、学校給食の円滑な運営と内容の充実に資するために「学校給食四者懇談会」（学

校、ＰＴＡ、受注者、発注者）を委託学校に設置することができるものとし、受注者は、その運営

に協力するものとする。 
 
（障害者差別解消法の順守） 
第２１条 受注者は、本契約の履行に当たり、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平

成２５年法律第６５号）及び関係府省庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進

に関する対応指針を遵守すること。 
 
（人権啓発研修） 
第２２条 受注者は、委託業務に従事する者に対し、基本的人権について正しい認識をもって当該業

務を遂行できるよう、本市が実施する啓発行事への参加を促したり、あるいは受注者において人権

研修を実施するなど、人権啓発の推進に努めるものとする。 
 
（労働施策総合推進法に係るパワーハラスメント等の対応について） 
第２３条 受注者は、本契約の履行に当たり、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及

び職業生活の充実等に関する法律（昭和 41 年法律第 132 号）第八章及び職場におけるパワーハラス

メントに関して雇用管理上講ずべき措置等に関する指針を遵守すること。 
 
（個人情報の保護） 
第２４条 受注者は、この契約による委託業務の実施にあたり、個人情報の取扱いにあたっては、別

記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 
 
（契約に定めのない事項） 
第２５条  この契約に定めのない事項について疑義を生じた事項は、その都度双方協議して定めるも

のとする。 
 
 
 



   個人情報取扱特記事項 

 

 （基本事項） 

第１条 この契約により、大東市（以下「発注者」という。）から事務の委託を受け

た者（以下「受注者」という。）は、この契約による事務を処理するに当たり、個

人情報を取り扱う際には、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号）、その他の関係法令等を遵守し、個人情報の保護の重要性を認識の上、個人の

権利利益を侵害することのないようにしなければならない。 

 

（責任体制の整備） 

第２条 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、

その体制を維持するとともに、業務従事者の管理体制及び実施体制について、書面

により発注者に報告しなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定に基づき報告した事項を変更した場合は、書面により発注

者に報告しなければならない。 

 

（業務責任者等の届出） 

第３条 受注者は、個人情報の取扱いに係る業務責任者を定め、書面により発注者に

報告しなければならない。 

２ 受注者は、業務責任者を変更した場合は、速やかに書面により発注者に報告しな

ければならない。 

３ 業務責任者は、事務業務を適切に実施するよう業務従事者を監督しなければなら

ない。 

 

 （秘密の保持） 

第４条 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに

他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

２ 受注者は、この契約による事務に従事する者に対し、在職中及び退職後において

も、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に利用してはならないこと、これに違反した場合は、個人情報

の保護に関する法律により罰則が適用される場合があることその他個人情報の保

護に関して必要な事項を周知しなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（教育の実施） 

第５条 受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上その他本

委託業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、業務従事者全員に対して実施しな

ければならない。 

 

 （適正な管理） 

第６条 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、改ざん、

滅失又は毀損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。なお、講ずべき措置における留意すべき点は次のとおりとする。 

(1) 個人情報の利用者、作業場所及び保管場所の限定並びにその状況の台帳等への

記録 

(2) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室での個人情報

の保管 

(3) 個人情報を取り扱う場所の特定及び当該場所における名札（氏名、会社名、所



属名、役職等を記したもの）の着用 

(4) 定められた場所からの個人情報の持ち出しの禁止 

(5) 個人情報を電子データで持ち出す場合における電子データの暗号化処理等の保

護措置 

(6) 個人情報を移送する場合における移送時の体制の明確化 

(7) 個人情報を電子データで保管する場合における当該データが記録された媒体及

びそのバックアップの保管状況に係る確認及び点検 

(8) 私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んでの個人情報を扱

う作業の禁止 

(9) 個人情報を利用する作業を行うパソコンへの業務に関係のないアプリケーショ

ンのインストールの禁止 

(10) その他、委託の内容に応じて、個人情報保護のための必要な措置 

(11) 上記項目の業務従事者への周知 

 

 （取得の制限） 

第７条 受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するとき

は、当該事務を処理するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わな

ければならない。 

 

（再委託） 

第８条 受注者は、発注者の承諾がある場合を除き、この契約による事務の全部又は

一部を第三者（受注者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号

に規定する子会社をいう。）を含む。）に委託してはならない。なお、再委託先が再々

委託を行う場合以降も同様とする。 

２ 発注者は、前項の承諾をするに当たっては、少なくとも、別に定める条件を付す

るものとする。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 受注者は、本委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者

に行わせる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させな

ければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果につ

いて責任を負うものとする。 

 

 （目的外利用及び提供の禁止） 

第１０条 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務

に関して知り得た個人情報を当該事務の処理以外の目的に利用し、又は第三者に提

供してはならない。 

 

 （複写及び複製の禁止） 

第１１条 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務

を処理するために発注者から提供を受け、又は受注者自らが取得し、若しくは作成

した個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

 （作業場所の指定等） 

第１２条 受注者は、発注者が指定する場所以外の場所で、この契約による個人情報

を取り扱う事務を処理してはならない。ただし、発注者が指定する場所以外の場所

で、この契約による個人情報を取り扱う事務を処理する必要がある場合において、



あらかじめ当該作業場所における個人情報の安全確保に係る措置の内容を届け出

て、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

 （事故発生時の報告義務） 

第１３条 受注者は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生じる

おそれがあることを知ったときには、速やかに発注者に報告し、その指示に従わな

ければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

 （資料等の返還等） 

第１４条 受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から提供を受け、

又は受注者自らが取得し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この

契約の終了後直ちに発注者に返還し、若しくは引き渡し、又は発注者の指示に従い

抹消するものとする。ただし、発注者が別の方法を指示したときは、当該方法によ

るものとする。 

 

 （調査及び勧告） 

第１５条 発注者は、受注者の契約の履行に係る個人情報の取扱いの状況について、

必要に応じて受注者及び再委託先に報告させ、又は随時実地に調査することができ

る。 

２ 発注者は、受注者及び再委託先の契約の履行に係る個人情報の取扱いが不適当と

認めるときは、必要な勧告を書面で行うことができる。 

 

 （契約の解除及び損害賠償） 

第１６条 発注者は、受注者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたと

き、又は故意若しくは過失により個人情報を漏えいしたと認めたときは、契約の解

除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 

 （その他） 

第１７条 受注者は、第１条から前条までに定めるもののほか、個人情報の適正な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 



 

第８条第２項関係 発注者が再委託を承諾する場合に付する条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）再委託は、再々委託以降を含み、再委託先は、再々委託先以降を

含む。 

 

(1) 受注者は、業務の一部を再委託する場合は、再委託先の名称、再委託する理由、

再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安

全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明

確にしなければならない。 

(2) (1)の場合、受注者は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるととも

に、発注者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うも

のとする。 

(3) 受注者は、再委託先に対して本委託業務の一部を委託した場合は、その履行状況

を管理・監督するとともに、発注者の求めに応じて、管理・監督の状況を報告し

なければならない。 

(4) (3)の場合、受注者は、発注者自らが再委託先に対して再委託された業務の履行状

況を管理・監督することについて、再委託先にあらかじめ承諾させなければなら

ない。 


